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経済学研究 50-3
北海道大学 2000.12

デジタルエコノミーと創発的成長

富森鹿児

いわゆる情報技術(IT)革命に基づくテ、ジ

タルエコノミーの発展が，経済の新たな飛躍の

原動力となりつつあることについては，すでに

大方のコンセンサスが出来あがりつつあるよう

である。

90年代後半のアメリカ経済の未曾有の好況が，

デジタル経済の発展とまさしく並行しながら進

行したことによって， この認識は次第に人々の

確信となり，アメ 1)カの論調はさながらデジタ

ル好況の euphoriaに砕いしれているといって

もよい状況にある。昨今では，日本の政府も，

これにあやかつて自らの失地挽簡をはかるべく?，

間違いのなさそうなこの IT革命のスローガン

の先取りに突っ走り， 2001年度一般会計予算概

算要求は，さながらr<IT狂想曲>状態となっ
ているJ(朝日新関8月初日付け)のである。
やや，結論を先取りすることになるが，この

問題に関連してさしあたり二点の指摘が可能か

と思われる。

まず第一は，たしかにデジタルエコノミーが

経済の浮揚の原動力となっていること自体は否

定されるべきでない明らかな事実であるという

ことである。

だが第二に，デジタルエコノミーと経済成長

の閣の明確な相関関係が，アメリカ経済の事実

を通して自に見えているにもかかわらず，既成

の経済学または経営学の理論によってはこれら

の関連を十全に説明することが必ずしも成功複

にはなされf尋ていないことである (BOX-1， 

BOX-2)。
そして，おそらくはこの第二点に関連して，

すなわち十全な理論的解明がなされ得ていない

ことによって， rニューエコノミー論Jや， r 1 
T化にとっての日本的システム害悪論」のよう

な，率誼に言っていささか浮ついた，必ずしも

根拠付けが十分とは言いがたい議論が飛び交い

やすい状況が生まれていると思われてならない

のである O

こうした理論的不毛に対して一つの解決の手

段を与えるのが，複雑適応系の自己組職化創発

の法射をこの問題に適用することではなし、かと

いうこと，また，自己組織化創発の理論にとっ

てもこの問題が格好の応用問題となっているの

ではないかということを筆者は考えるにいたっ

ている。

本章は，こうした筆者の考えをもとに，自己

組織化創発理論によるデジタル経済成長の解明

をまず一般的に行い，次いでこれによってアメ

リカの90年代後半の事実を捉え，最後に， 日本

におけるデジタル経済成長の今後の可能性を考

えてみることにしたL、
デジタルヱコノミ…に見る自己組織化創発

(1)デジタルエコノミーに基づく経済成長に

は，後で取り上げるアメリカの事実に典型的な

ように，常に予想を超える意外性を伴っており，

均衡化をその理論的基軸とする新古典派的解明

には本来なじまなL、。事実，そうした解明の試

みは，あれほど新古爽派が巨大な勢力をもっ当

のアメリカにもほとんどないといってよい。

また，ある;意味で新古典派のバリアントでも

ある供給派経済学に基礎づけられた「ニューエ

コノミー論Jも，その主張の支柱ともなった生
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産性向上論自体が， I情報技術がどれだけ生産

性を上昇させるかに関して論争が続いている」

CUS Secretary of Commerce，“The 

Emerging Digital Economy"， 1998室田泰

弘訳 「デジタルエコノミーJ東洋経済 1999 

xp，以下この98年版を「デジタルエコノミー

1 Jとする)中で次第に説得力を失いつつある

CBOX-l)。

一方，オーソドックスなマクロ経済学的国民

所得論の枠の中で，もっぱら需要側から状況を

描こうとする試みも多い(例えば前掲「デジタ

ルエコノミー 1J 8 -10 p)。このタイプの説

明は極めてまっとうのように見えるが，なお，

それによっても状況の説明が十全になされ得た

と考えにくい。というのは，デジタルエコノミー

の進展による経済発展には，需要の単なる総和

では把握できない， 1飛躍jの現象がしばしば

認められるからである。言いかえれば，需要の

単なる足し算による線形一次の上昇カーブでは

なく，後に具体的な罰題の関連で取り上げるよ

うに，ある一点を境とする指数関数的な上昇カー

ブがこの世界ではむしろおなじみなのであり，

それらはオーソドックスなマクロ経済学的把握

で可能な部分をはるかに超えているように思わ

れるからである。

C 2 )このような「需要JCこのサイドから見

ること自体は全く正しいと考えられる)の飛躍

のごとき現象を説明できるのはやはり「自己組

織化創発Jの理論をおいて他にはないように考

えられる。まず，その理論の核心となるところ

をもう一度確認しておこう。

まず第ーは，く多様な要素(エージェント)

の相互作用がある関値を超えた時，自己組織化

による創発が起こる>C自己組織化臨界現象)
ことである。

第二に，このような自己組織化創発は，菌定

的な秩序状態や，反対に歯止めのないカオス状

況では発現せず，その両極が栢転移する「カオ

スの縁Jにおいて発現することが一般に認めら

れることである。

そして第三に，関値(臨界点)には段階的発

展があり，それによって創発にも段暗性がある

(この考えはトレフィルが脳の発展において述

べている。カウフマンにはこの考えの明示はな

しつことである。

さて， これらの自己組織化創発に関する諸法

尉をデジタルエコノミーの現象に適用してみれ

ばどのような説明が可能であろうか。

まず，デジタルエコノミーというのは IT革

命によって推進された経済総体の現象を指示す

るものであり，その中がさらに個々の区分でき

る諸現象(コンピューター市場，携帯市場

モード携帯市場 eコマース{これがまたb-

b， b-c， c-c関係に分けられる})にわ

けられること， しかもその倍々の現象それぞれ

に自己組織化創発による急成長が生起しうるこ

とが指摘されうる。

例えば，この点を 12000年大統領経済試問委

員会報告J(“The Annual Report of the 

Council of Economic Advisers"，エコノミス

ト訳，毎日新聞エコノミスト， 2000年5月29日

臨時増刊号99貰，時報告第三主主，以下主義に「大

統領経済報告jとする)は「ネットワークに多

くの接続があればるほど，各参加者にとってネッ

トワークはいっそう係髄あるものとなる O とい

のは，より多くの人々と連絡を取るのに，その

ネットワークを利用することが出来るからであ

るO この種類のネットワーク効果はまた，ネッ

トワーク外部性 Cnetworkexternality) とも

呼ばれ，ネットワークの拡大により，ポジテイ

ヴ・フィードパック Cpositivefeedback) の

循環を生み出す。より多くの人々がネットワー

クに参加するにつれて，それは潜在的な構成員

にとってより魅力的になり，それがネットワー

クの規模を拡大させる。そしてそのような循環

が続いていく。Jと書いている。これはネット

ワーク利用者の相互作用がある臨界点を超えた

場合の普及の創発的拡大を述べたまさしく自己

組織化創発による説明以外のなにものでもない。
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民一 1

Eloctronic Commerce NEC 
http://www.sw .nec.co・jp/solution/ eCI乍ecec/ec002.htmlより

また， BOX-2で言及しているロジャースの説

明もこれと同種の説明であることは改めて指織

する必要もあるまいと思われる。

一般に， 1 T ・デジタル関係の商品(携帯電

話，パソコン)はその利用そのものに一一一それ

が，個人間，個人企業間，企業開のいずれであ

るにも拘らず一一ネットワーク性がある。従っ

て普及があるクリテイカ jレマスに達するとその

利便性が直接に飛躍することになる。この点が，

電器，クルマなどの一般の耐久消費財の普及と

決定的に巽なる点とも考えられる。もっとも後

者にあっても，いわゆるデモンストレーション

エフェクトは働く，しかし，そこでのネットワー

ク性は当該の謝久消費財の利用に誼接結ひ、つく

ものではなし、。ネットワーク性はあるとしても

財の利用の外部(使っていないと肩身が狭く，

話の輪からも疎外されるやすいなど)でのもの

である。要するに，デジタル関連菌品の本来的

ネットワーク性は際立っており，さればこそ，

ある鵠界点を超えた後の自己組織化創発型の急

成長カーブが，一一後に具体的にも取り上げる

ように，コンピューターの普及カーブ，携帯電話

の普及カーブ，企業の情報投資カーブなど一一

に共通して篠認されうることとなるのである。

さらに， こうした本来的なネットワーク性を

持ったデジタル商品を利用する近代社会のコミュ

ニティーが持つ本性が「カオスの縁jとも言え

るものであることが極めて重要であるように思

われる。まず，近代的コミュニテイは，封建社

会のように比較的に閉鎖的な共間体に分断され

たものではない。由定的で関鎖的な人間集屈の

世界は，いわば間体的秩序の世界であり， ここ

でのコミュニケーションは一定の枠の中にあるO

そのような世界ではネットワークの流動化や拡

散は非常に少ない。反対に，コミュニティーが，

不特定多数対不特定多数の関採でしか形成され

ていないとすれば，そのようなコミュニティー

は典型的なカオス状況にあり，そこではパーソ

ナルなコミュニケーションの必然、性は生まれて

こないと考えられる。

コミュニティーが， これらの中間にある場合，

つまり一方で比較的関鎖的だが，決して閉ざさ

れきっていない何らかの意味で親密なものの集

団があり，それと同時により流動的で拡散的な

ネットワークの世界があるとき， しかもこの両

者が，あい重なり合い，相転移し合うような状
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BOX・1: < I Tと生産性向上> IT革命の経済へのインパクトは既成のどの経
済学・経営学によっても十分には説明できていないと考えられる。従来より，特に

アメリカでの IT革命下の景気持続に関連しては，供給派経済学の影響を受けたニュー

エコノミー論の説明，簡単に言えば1T革命による生産性上昇によってインフレが

抑止され，それによって景気循環が消滅したという穎の説明が主流となっていたが，

生産性の上昇が必ずしも十分に実証的に論証され得ないことによってこうした説明

の説得力の限界も指摘されてきた。

だが，アメリカの主流経済学者を捉えた供給派経済学の呪縛は根強いものがあり，

こうした流れに立つ説明はなお跡を断っていないようである。例えばアメリカ簡務

省「デジタルエコノミ-II Jは「多くの IT多使用産業の生産性が，多額の 1T投
資にもかかわらす低下しているJ(同書記貰，同警の51頁は 11T多使用産業のGP

u/W:付加価値労働生産性が90年から97年にかけて平均0.1%低下していたJこと

を確認している)ことを一方で認めながら， 1このあきらかなノfラドックスの原閣と

しては，新技術の生産面への寄与の遅れ，測定面の問題などが考えられるJという

のである。とくに前者に関連して，同書は脚注を使って， 1この生産性パラドックス

に最初に注目したJ1ノーベル賞受賞者R.ソロ-Jが「最近…次のように述べてい

るJとして「人々が ITを用い真に効率的になるまでは長い時間がかかるようだj

という言葉や，連邦準備理事会議長のA. グリーンスパンの「技術によって駆動さ

れる生産性向上の加速化は説得性はある。しかしまだ決定的ではないJといった

葉を引用している(問書58頁)。

ノーベル賞受賞者や連邦準備理事会議長の権威を借りての苦し紛れの説明にすで

に生産性向上論からの供給派的接近の破綻が見えるが，仮に百歩譲って，効果に時

間がかかることを認めたとしても，それではかえって90年代のアメリカの好況を I

T革命によって説明する道を自ら関ざしていることになると言えよう。

時書はまた， 1 T産業の価格低下が一般物価水準の上昇を抑止し，それが与える

経済のインパクトを重視する見方もしている{[司書によれば， 11996年から97年にか

けて IT部門の価格は7%低下した。その結果，経済全体のインフレ率は1.9%にと

どまった。 J(問書33貰)}。これは供給派裂の説明のバリアントともいえる部分だ

が，たしかに，インフレの抑止は最気の持続の環境条件としては重要であり， その

限りでこの種の指摘の一定の意義は認められよう。だが，やlまりインフレの抑止は

せいぜい景気持続の外的条件の一つでしかなく，これによって景気のまれにみる浮

揚力そのものの根源が説明されているとは言えないのである。

ポイントはやはり供給サイドでなく，需要サイドにあると考えられる。

況，つまり典型的な「カオスの縁」のようなコ

ミュニティーの場合においてこそ，携帯電話や

パソコンのようなデジタル菌品を利用すること

によって活発にネットワークが展開される条件

がもっとも強化されうるのではないかと考える

のである。そして，近代社会のコミュニテイは，

日常あらためて気づかれたり意識されたりする

ことはないが，実は多かれ少なかれこうした

「カオスの縁Jの条件をすでに形成しており，

その意味で，デジタル高品の普及の必要条件の

ようなものはすでに備わっていたとも言えるの

ではなかろうか。
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日ox耐 2・<ITと経営学> 経営学の領域では，例えば佐々木宏Eえのように E
DI研究に最も数多く引用さた経営学理論として， M.E.ポーターの競争戦略論，

E. ロジャースのイノベーション論， O. E. ウィリアムソンの取引コスト論L.
スターンのマケッテイング・チャネル論などを確認した上で， これらが， ED 1研

究にどのように使われているかについて説明するなどの興味ある試みもある cr1 T 
経営の理論と実際J第五章)。だが，それらは総じて経営学の立場かEDIの採用が

いかなる企業経営的メリットをもたらすかを説明しようというものであり， ここで

われわれが関心を持つ， 1 T化の全体経済に与えるインパクトの説明に関わるもの

ではない。ただ，そこで佐々木氏が「ロジャース C[1995J ， P 333)は， E-mail， 

セルラー・テレフォン，テレ・コンファレンスを例にして，付加的採用者が増加す

るにつれ，全ての採用者の利便性 (utility)が増えるような相互作用的イノベーショ

ンにとって，クリテイカル・マスを超える普及が重要であるとしているJ(前掲書第

五章103貰)と書いておられる部分は大変興味が持たれる。ロジャースや佐々木氏が

どの程度意識しておられるかどうかはこれだけではわからないが， ここでの考えは

まさしく自己組織化臨界現象以外のなにものでもないからである。

むろん，さらに，先に見たようにネットワー

クがある臨界点を超える(自己組織化倉IJ発の十

分条件)ことによってこそ始めてデジタル商品

の飛躍的普及が現実のものとなるのは言うまで

もない。われわれは後に，携帯電話やEDIに

関連して，この辺のことをさらに具体的に再説

するが，いずれにせよ，個々のデジタル萌品市

場のもつよ記のような性質が，デジタル革命の

説明に「自己組織化創発」の理論がもっとも適

応的であることを雄弁に語っていると言うこと

が出来るのである。

( 3)デジタル経済の総体は，関-1のECオ

ベレーションプラットフォームに見られるよう

に，企業内，企業関，企業消費者間，さらに消

費者間と多層にまたがるものの総体となってい

る。そして，これら個々の要素が相互反応し，

しかもそれがある臨界点(もしくは闇値〕を超

えることによって起こる一段高次の階層におけ

る自己組織化創発が生起するのである。例えば，

企業開における ED 1 (Electronic Data Inte 

rchange)，つまり B-Bにおける e…コマー
スの一定の発展のなかで，企業対措費者のB
C関係のe コマースを誘発し，それがさらに

EDIのいっそうの発展を刺激する，あるいは

本来個人間のメッセージ交換として普及した携

帯電話が， B-Cのe コマースの発展を刺激
するなどなどの相互作用・相乗作用をもたらす

ことによって経済全体の創発的展開をもたらさ

れることになるのである。こうして，個々の市

場における自己組織化創発は，さらに一段上位

の時層における一層高次の自己組織化創発と合

い重なり合うことによって例外的な経済成長を

引き出すことになる。これが，デジタルエコノ

ミーの本質ではないかと考えられるのである。

ところで， r電子頭取引の経済に対する影響
は，その金銭伍値を超えではるかに広がってい

るJCUS Secretary of Commerce，“The 

Emerging Digital Economy II" 1999室田泰

弘訳「デジタルエコノミ -IIJ東洋経済199916 

貰)のような言い方が典型的に示しているよう

に，デジタルエコノミーの分析研究には常に統

計的捕捉の困難の問題が付きまとう O それは，

そもそも自己組織化創発のような現象の本質が，

単なる総和以上の結果をもたらすという「創発」

性自体に基づくものであるからである。

上の引用文は b c関係のeコマースとい

う単一市場について，誼接統計に現れたeコマー
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スは，何らかのの;意味でパソコンを能った(例

えば単に情報を集めるために)般の取引を除外

しているという関わりでこの問題を指摘してい

るが， このことは，単一市場を超えた全体経済

の中での各市場相互の相互・相乗作用のような

一段上の措層の創発を問題にする時に一層調難

の度を増すと言えるかもしれない。

われわれは，以下日米の具体的問題を取り上

げる中では，利用可能な数字を極力利用しなが

95年の年平均成長率は2.6%，96-99年の年平

均成長率は3.9%)。

こうしたアメリカ経済の90年代の成長，とり

わけ後半における一層の飛躍がこの間に進行し

たアメリカにおけるデジタル革命と結びついて

いることは疑う余地がない。以下に見るように，

デジタル革命に関連するさまざまの数字がまさ

しくこうした成長と規をーにして伸びているこ

とによってそのことは明瞭に確認できるが，以

第1表 アメリカの実質G0 P (1996年価格， 10億ドル単位)と成長率の推移

年 1981 1982 1983 1984 

実質GDP 5021 4919 5132 5505 

成長率 1.8 -2.2 3.9 6.2 

年 1991 1992 1993 1994 

実質GDP 6676 6880 7063 7348 

成長率 。岨7 2.6 2‘3 3.5 

らも，こうした数字の限界を常に意識し，可能

なら他の状況証拠を使いながらこの欠絡を補う

努力はして行きたい。

ただ，弁解ではないが， こうした理論に却し

た分析の道を数字的論証の不十分さだけを理由

に脇に追いやるのはやはり間違っていると思う

のである。

より大切なのは，説明論理の説得性であり，

統計的論証の一層の完備はさらに後日の課題と

して行かざるを得ないと言うべきであろう。

アメリカの90年代好況とデジタル革命

(1)周知の通り， 90年代のアメリカ経済は，

91年のEまから2000年に至る 9年以上の長期好況

の中にあり，それは期間の長さにおいても成長

の絶対量(この間アメリカの実質GDPの絶対

的伸びは1960年のアメリカの実質GDPに匹敵

している)においてもすでに82-90年の長期好

況を凌ぐに歪っている(第l表)。さらに，仔

細に見れば， 95年を墳に期間の前半より後半に

おいて明らかに成長率の上昇が確認される (92-

1985 1986 1987 1988 1989 1990 

5717 5912 6113 6368 6592 6708 

3.2 2.9 3.1 3.9 2.5 1.2 

1995 1996 1997 1998 1999 

7544 7813 8160 8516 8876 

2.0 2.8 4.2 4.3 4.2 

下あらためて，その中味を主に二つの米国政府

関係の文献資料(一つは f2000年大統領経済報

告Jとくにその第三章「テクノロジーとアメリ

カ経済J，今一つは「米関商務省レポート，デ

ジタルエコノミー」特にそのII)を使いなが

ら説明して行きたい。

(2)まず，商務省レポートによれば，構報技

術(IT)産業(コンピューターハード・ソフト，

図-2 I H霊業の実質成長への寄与

50% t1 

40% 

30% 

20% 

10% 

。%
~ W % % ~ % 

(出所)ESA estimates derived from BEA and 
Census data for 1993ω1996. 
ESA estimates for 1996-1998 derived using 
DOC's“Industry and Trade Outlook '99" 
前掲「デジタルエコノミ -llJ(邦訳36貰)より
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通信機器・サービス，計測器など)の「アメリ 先の場合開様，ここでも90年代半ば過ぎに数

カ経済におけるシェアは1993年の6%から99年

には8%を超えるまでに拡大したJ(同邦訳出

真)という O だが，一題印象的なのは， 1 T産

業の実質GDPへの寄与である(図-2)。
見られる通り，何年以降では，それはGDP
成長の実に 3-4割に寄与している。だが，そ

れでもこの数字は IT化の効果をかなり過小評

価していると考えられる。なぜならこの数字は，

1 T化が他の産業の成長に影響し，これを通し

てさらにGDPが引き上げられた効果を含んで
いないからである。大統領報告は，こうした統

計からのこぼれのうち特にサービス産業を通し

ての効果のこぼれを重視しているが，そうした

間接の効果は，決してサービス産業にとどまら

ず，全産業にまたつがっていることは言うまで

もなL、。
ところで，すでに気づかれているとも思われ

るが，実は，われわれはここで，デジタルエコ

ノミーにおける自己組織化創発のプロセスを逆

さまにして，創発の結果としての現象から問題

に入るやり方をとっている。そのような意味で，

やはり創発の結果と言える通信設備投資の推移

を大統領経済報告によって次に見ておこう(図

3)。

図-3 通信設備への実質民問獲接投資

10億ドル0998年価格)
100 

80 

60 

40 

20 

。

86 

1990 19911992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 

出所.商務省(経済分析局)，労働省(労働統計局)
前掲 12000年大統領経済報告J(邦訳91頁)より

字が目立って伸びていることが控目される。間

報告の解説するところによれば， こうした通信

設備投資の拡大の内容は次のような要因によっ

ている。

まず，無線サーどス供給業者による新しい資

本設備に対する投資の拡大である (98年にそう

した投資は500億ドルであったという。間報告

邦訳90頁)。この背後には報告書が書かれた段

構で全米で6900万人といわれる携帯電話サービ

スの加入者によって規定された創発が見えてい

ることは明白である。同じような意味で， i高

速かっすぐに使える情報への大衆の需要か高まっJ

(同91頁)たことによって， iテレコム機構によ

る高容量光ファイパー・ケーフツレに対する投資」

など「途方もなく大きな量の民間投資に刺激J

が加えられたのである。このほか，多くの専用

回線への接続を求めての電話回線の本数の急増

(93年の880万回線から97年の1790万回線へ)，

最近になって端緒についた高速DSL回線(こ

れによってファイルのダウンロードの高速化が

進むと言われる)への投資など，多彩多様な投

資がここにはあり， しかもそれらが99年11月段

階で l億1800万人に達したと言われるインター

ネットアクセスの自己組織化創発による爆発的

増大によって誘発されていることは騒いないと

うべきであろう。

(3)構報技術(IT)インフラへの投資から

一段下がると，次に出てくるのは民間企業全体

にまたがる IT機器への投資である。

まず，商務省報告「デジタルエコノミ-J II 

が示す次の二つの資料が明らかにしているよ

うに(図-4，図-5) 1 T機器への支出は90

年代を通して他の機器への支出をはるかに上回

り，特に95年以降では資本機器支出の50%を趨

えていた。 90年代のアメリカの好況を支える一

方の主役であった設備投資の伸びが基本的に企

業の IT機器投資に支えられていたことはこれ

によってまったく明白であると言ってよいだろ
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随一 4 1990年代における産業部門の IT機器支出
(名問.10億ドル)

(10億ドル)

250 

200 

150 

100 

50 

。

.IT機器
z 産業機器
磁輸送機器

屡その他機器

93 94 95 96 97 98(年)

(出月号)BEA 
前掲「デジタルエコノミ-lIJ(邦訳40夏)より

~-5 I T機器の資本機器支t:ll'成長への寄与

90% 
80% 

60% 

40% 

20% 

。%
93 94 

本生産者の耐久機器

95 96 97 98 

(出所)ESA estimates derived from BEA data. 
前掲「デジタルエコノミ-1I (邦訳4Huより

う。また， 1 T関連投資の設備投資に占めるシェ

アの長期趨勢を示すもう一つの資料(陸一6)

がいみじくも明らかにしているように，この数

値比ノfソコンの登場時点、とインターネットの

商業利用開始の時点を画期に急上昇しているこ

ともうかがわれるのである。

さらに，企業の IT機器支出が必要とされた

要因を見ていけば，そこにデジタルエコノミー

の実像一自己組織化針発を発生させた根源ーが

その全面的な姿を現すことになる。

2000年大統領経済報告はこうした要因として

以下の諸要因をあげている。

まず第ーは， I企業自身の内部運営を組織化

するjための専用アプリケーションの開発・設

置である。これは企業内の組織間の ITネット

~-6 急拡大する情報技術関連投資の設機投資シェア

(%) 
50 r一一 インターネットの

商業利用調始、40 

30 

20 

10 

パソコンの主主場

o '1960' 64 68 72 76 80 84 88 92 96(年)
~ a w u m ~ M 00 W 

(注)情報処理機器(事務・計算・会計機械，通信機器，
計波IJ器，コピー機)が民開設備投資に占める害IJ合

(実質健)。
(出所)U.S.Department of Commerce. Economics 
and Statistics Administration 推定値はBE
Aとセンサスのデータに基づく。前掲「デジタ
ルエコノミ-1 J (邦訳9頁)より

ワークの確立を中心とするものである。

第二は企業外のサプライヤーや小売活との情

報交換のためのネットワーク(いわゆるED1) 

の確立のための投資である。前者は，単に取引

に直接関連する情報の交換(註文，見積，納品

など〉に限らず，さらに製品・部品に関連する

(時には設計も含んだ)広範な情報を含んでい

る。例えば，間報告のあげる一例によれば，

「最近のある研究はとくに指摘している。ある

相手先商標製品製造業者は，自社内とそのサプ

ライヤーとの両方で，年に45万3000囲もの製品

データの交換をしていると推計しているJ(間

報告邦訳95頁)とのことである。また， これに

よって「サプライチェ…ンにある企業は，依然

として独立した企業ではあるが，そこでも協調

の程度が，垂直統合企業で生じているのと類叫

するようになっているかもしれないJ(同上94
貰)ともいわれており，これなどはインターネッ

トによってアメリカにおいて系列強化の現象が

逆に現れていることを示唆するものであり，大

変興味がもたれるところである。後者の小売}苫

との情報交換は， もっぱら在庫管理の効率化を

目指すものであることはいうまでもなし、。事実，

IT化の進展によって，実質在庫・販売比率が

特定業種でとくに際立って低下していることも
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(出所)United Kingdom Department of Trade and 
Industry : Australia Bureau of Statistics， 
Statistics Canada， DSA Analytics， and 
International Data Corporation. 
前掲「デジタルエコノミ-llJ(邦訳8頁)より

その比率が世界最高の水準に達している (98年，

国一8)ことによって，インターネットの消費

における影響の大きさを推し量る方がベターか

もしれない。

以上，いずれにせよ企業間，企業一消費者間

の電子関取引の拡大，とりわけ90年代半ば以降

における，臨界点を超えたと言えるようなそれ

らの急拡大に押し出されて，企業の IT機器へ

の設備投資の急拡大という創発的現象が生まれ

ただろうこと，また，これとデジタルインフラ

の投資の拡大が，相互に相乗作用的に規定しあ

いながら，アメリカ経済の創発的成長を支えて

きたことは今や接関の余地はないと言うことが

出来よう。それは，最初にみたような IT産業

の成長寄与というマクロな結果で把握できるも

のではすまない， rより奥行きのあるJ(大統領
報告，邦訳97頁)現象であったのである。

(4 )以上，情報技術 CIT)革命によるデジ
タルエコノミーの進展が， 90年代のアメリカ経

済の創発的成長をもたらした内容を見てきた。

だが，それは90年代のアメリカ経済に負の部

分が全くなかったことを意味しているわけでは

ない。あくまでもここでの目的が IT革命下で

の自己組織化創発の進展という，基本的にポジ

インターネットにアクセスする人数の対人口上ι1998年

50-3 
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示されているのである(留一7)。

なお，製造業者とサプライヤーの関のインター

ネットによる情報交換は，特定の関連における

クローズドなものにとどまるわけではない。製

造業者と多くの潜在的サプライヤーの間の取引

を目指すオンライン競売の試みも最近では増大

しているようであり(向上98貰)， これは典型

的なオープン型のEDIであることは言うまで

もない。

企業の IT機器への投資の第三の要因は苦う

までもなく，消費者との関の電子商取引 (B

Cのeコマース)である。大統領報告もいうよ

うには、売レベルでは， (電子高取引による)

新規企業が，書籍や音楽CDから自動車に至る
までの非常に多くの範割にわたる消費者向け製

品を売畏するために，誕生している」のである。

だが，すでに述べたように，小売段階での電子

商取引の全体規模を数字て捕捉するのは最も難

しし、。大統領報告があげている民間データは，

1998年のオンライン小売取引を最大で，推定15

0億ドル(小売販売全体のわずか0.5%) として

いるが， このほか「ネットを媒介しない小売販

売のうちのおよそ500億ドルが， インターネッ

トの影響を受けた」ということも間報告(邦訳

96頁)は書き加えている O

むしろインターネットにアクセスする人口が

1撞1800万人 (99年11月)に達したこと，かっ

済

特定製品カテゴリーに演する実質在庫・叛禿比率

1998 

出所商務省(経済分析局)
前掲 12000年大統領経済報告J(邦訳95頁)より

〆竜子機械

でー-ー~ーー」ここ
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メ ¥
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ニッセイ基礎研究所

http://www.nli-research.co.jp/r巴port/ econo / 
eco 0∞3a.htmより

セイ基礎研究所が行っている一つの試算をここ

で紹介しておく。(関-9) 当然ここで株価の

ファンダメンタル綴とされているのは， I現在

から将来にわたる収益の割引現在価値Jで与え

られ， これと実績値の差がバブル部分となる O

97年以降の株価のパフソレ性は図で明白であると

いってよいだろう。このようなバブル的な株価

の上昇は，金融資産価値の急増大をもたらし，そ

れが消費のパブソレ的拡大を後押しした点に限れ

ば， この状況は80年代末の日本の状況と同類で

あったと言えよう。佐藤祐一氏の分析によれば

株価の右肩上がりの上昇は，家計の資産売却に

よる所得を増やしながらも，時時に金融資産残

も増大させていったのが実態であったとのこ

とである。(佐藤祐一，永井靖敏「アメ 1)カ経済

の繁栄は続くかJ東洋経済新報社99年，第三章)

なお，毘知の通りこうした右肩上がりのアメ

リカの株価上昇は99年末から2000年にかけて壁

に突き当たってきている。ダウジョーンズ平均

は99年半ばに11000ドルを超え， 2000年を通し

てわずかに上回る最高値を二度ほど記録したも

のの，おおむね10000ドル台にとどまっているO

IT時代の花形株を集めたナスダック市場は20

00年初期の5000ドルという高値を大きく割り込

んで4000ドルの手前にとどまったままである。

これによってさしもの消費のバブル景気もおさ

20 

4Q守5J lQ96 
せ可V.vr(20Qめ〉

過去の王手均 ，L;r 

ー旬間叩冊目良守主¥.. '〆間一回同冊四国--
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図-10 過去のトレンドから悉離した90年代初め
(4半鶏の生産と震mの推移)
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テイヴフィードパックな現象にフォーカスを当

てることであったためそうした部分が議論の後

景に追いやられたに過ぎない。だが，アメリカ

の長期好況のバランスの取れた理解のためには，

ここまで述べなかった負の部分への言及も必要

であろう。そこで，こうした90年代アメリカ経

済のかかる影の部分のうち重要な問題を，最後

に補足してこの節をしめくくっておきたい。

第一に， 90年代のアメリカ経済のはらんでい

たパブール性のことである。時に対比されること

があるように90年代のアメリカ経済のバブル性

と80年代末期の臼本経済のバブル性をあたかも

同質のものであるかのように並寵するのは間違っ

ていると言えよう。なぜなら，アメリカの90年

代が，今まで説明してきたようにテ、ジタルエコ

ノミーの創発的成長によった根本的にはファン

ダメンタルな基礎をもったものであったのにた

いして，日本の80年代末期は，主として諸種の

金融的要因によって引き出されたバブル性をむ

しろ主たる性格としていたからである。だが，

仮にそれがファンダメンタルな要因に押し出さ

れたものではあれ， 90年代アメリカにも株式市

場のパブ、ル的な水ぶくれ現象はあったのであり，

しかもそれば消費のバブル的拡大を支えていた

のは否定しがたいのである。

このような株価のパフソレ性がどの程度になる

かを決めるのもやさしくはないが，この点でニッ

0 
82 83 84 85 86 87 88 89 90宮192宮394 95 96 97 98 99 

ニッセイ基礎研究所

http://www.nli-research.co.jp/report/ 
econo/ eco9912b.htmより

米株価の後移(S&P500) 図-9
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(1)日本のデジタルエコノミーの進展につい

ては，一般的にはアメリカから大きく遅れをとっ

ていること，だが一つの領域すなわち移動電話

の普及においては日本がアメリカを明らかに上

回っていることが指摘され，この闘での今後の

発展(例えば近く「導入が予定されているw-c
DMAのインフラが整備されれば，回線速度の

顕では密定系と差がなくなりますから，コンテ

ンツやサービスなどで新しい可能性がひらけて

いくと患います」渡辺靖氏)が期待されでもいる。

たしかに，日本での移動電話の普及はすでに

5400万人に達しており，人口比での普及率では

アメリカの32%に対して45%を超えているとさ

れている。

移動電話の加入数の推移を示す公式統計は上

記の通りであるが，これとそれをグラフ化した

罰-11によって容易に知られるとおり， 90年代

50-3 

が雇用の実質の不安定化を伴っていたことは注

目される必要があろう。

以上のほか，従来型産業(そうした産業その

ものの必要はなおなくならなLゆでのアメリカ

の競争的劣位の問題や，肝心のデジタル好況の

飽和点が近づいている問題などもあるが，これ

らについては今後の課題とし，ここでは論じな

いことにする。

臼本のデジタルエコノミーとその展望

'*' ブuE耳学済

まってきたようだが，それでも株価の暴落を免

れているのは，やはりデジタル経済のファンダ

メンタルズによって支えられているからなのか

もしれなし、。

90年代アメリカ経済の第二の影の部分は，労

働市場における創造的破壊の現象である。

むろん，好況の環点近くに達すると失業率は，

アメリカでの自然失業率とも言われる 4%にま

で低下した。

だが，少なくとも次の二点をこの問題の影の

部分として認識しておかねばならないだろう。

一つは，少なくとも90年代の前半期の経済自復

の過程は典型的なジョップレスリカバリーの様

相を呈していたのであり，武居秀桜氏(ニッセ

イ基礎研究所)による留一10に見るように，

用の回復は産出の回復に大きく遅れをとってい

たことである。次は雇用が伸びてきている後半

期にあっても，麗用の伸びはパート労働に大き

く依存していたことである。しかも武居氏の分

析によれば，かかるパート労働の増大は，麗用

創出力の高い成長部門でより顕著であったとの

ことであり，その意味でアメリカの今回の好況

第2表移動震話加入数(郵政省統計より)
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テ示ジタノレ

比率

1.7% 

22.7% 

NCC比率

61.1% 

101.6% 

増加率

前年同月比

242，888 

489，558 

加入数

累計

1988年度末

1989年度末

36.8% 77.3% 868，078 1990年度末

留11(表2のグラフ表示)

(単位100万)
60 

0.007% 

0.3% 

38.6% 

40.0% 

38.0% 

58.8% 

24.3% 

1，378，108 

1，712，545 

2，131，367 

4，331，369 

1991年度末

1992年度末

1993年度末

21.9% 49.1% 

24.5% 

103.2% 1994年度末
50 

52.1% 51.6% 135.6% 1995年度末 10，204，023

40 82.1% 47.5% 104.6% 1996年度末 20，876，820

95.4% 43.0% 51.0% 1997年度末 31，526，870
30 

20 

10 

99.1% 

99.9% 

99.9% 

42.5% 

42.6% 

42.5% 

31.7% 

23.1% 

22.9% 

1998年度末 41，530，002

1999年度末 51，138，946

2000年 4Ji 52，190，568 

2000年 5月 52，837，696
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半ばに，臨界点ともいうべき画期がみとめられ，

この後での普及率の急上昇が確認されうる。

移動携帯電話も，先に見たようにその使用そ

のものがネットワーク性をもっている。従って，

普及家があるクリテイカルマスを超えると自己

組織化創発的な普及の急成長をもたらしやすい。

実際，日本では少なくともこの部門ではそのよ

うな現象が生起したのである。

ところで，現代の人間のコミュニテイは，そ

もそもクローズドな近しいもののサークルと不

特定多数に対するオープン性という「カオスの

縁jとしての性格をもち，それがデジタル市場

での自己組織化創発を起こす今一つの条件を形

成していることもすでに述べた。日本における

移動携帯電話は賭知の通り，若者のコミュニテ

イで先行的に爆発的な普及をみたことが知られ

ているが，成人の世界が(少なくとも日本では)

比較的関鎖的な人間関係によってそれぞれに留

まってしまっている疫合いが高くその意味で秩

序が出来あがっているのに対して，若者コミュ

ニテイは，比較的に親密なものの稔と不特定多

数への開放性とが栢転移しやすい流動性をもっ

て混ざり合っており，そうした若者コミュニテ

イのより典型的な「カオスの縁J的性格がこう

した爆発的普及の先行を規定したと蓄えなくは

ないようにも思われる。

とはいえ移動電話市場は，単一市場としては

創発的成長になじみやすい性質をもっていなが

らも，これとデジタル世界の他の要素と相乗作

用を起こす絡み合いの関係はー少なくともここ

までの普及の発展を見る限りは…少なかったよ

うに考えられる。つまり， これがさらに企業聞

や企業消費者間のインターネット取引の発践

を刺激し，それがデジタノレエコノミー総体にお

ける創発的成長の原動力となるようなことは白

下のところはほとんどなかったと言えるのであ

る。この分野での臼本のアメリカを凌駕する発

展にもかかわらず，デジタルエコノミー全体の

発展ではなお及ばない点にその点は何よりも良

く現れていると言えよう。だからこそまた，先

に述べたように次世代モパイルでのこうした可

能性の出現に期待が集まっているとも言えるの

であろう。

(2) ここまでの移動電話の普及が個人間のコ

ミュニテイの中という制約を持っていたのに対

し，企業間のネットワークである E.D1 

(Electronic Data Interchange)は，そのスケー

ルや社会的拡散力からみて，デジタルエコノミー

総体への影響力はより大きいだろうとも予想さ

れる。そしてこの面での遅れこそが日本のアメ

リカからの立ち遅れの主因ではないかと考える

のが道理であろうとも思われる。

だが，日本の企業がこうしたEDIを今まで

全く試みてこなかったわけではない。いわゆる

オンラインシステムのようなものは80年代にす

でにかなり普及していたし， 90年代から本格的

なEDIの試み，とりわけEDIオープン化の

試みが，さまざまの企業において実施に移され

てきているのである。

だが， 日本のEDIと歌米のそれとの間には，

出発点が対照的に異なっており，それによる経

路依存性の顕著な相違が今もなお意味をもって

いるようである。つまり，欧米の企業が標準化

されたデータの， V A N CValue Added 

Network)といわれる外部のネットワークサー

ビスを過しての始めから広範囲でオープンな送

受信をもってスタートしたのに対してυ日本の

EDIは，特定企業閣の専用回線による特定様

1) VANの設讃にコストがかかるのは欧米でも向様で

あり，そのため企業関EDIは欧米でも次第にWEB

サイト方式に変わってきているとも伝えられている。

GEの開発したセミ・オープン方式のTPNCTrading 
Process Network)などがそうして方向の実例のよ
うにも思われる(詳しくは浅間，中111編著，露首t局審
第二部第ニ主主)。簡単に言えば，それはパイヤとサ

プライヤーがこのシステムに会員登録し，その後に

会員悶忘の間でEDIを行うものであるo会員制をと
る限りで，それはクローズドな俊絡を持つが，同時

に会員として認証されれば，グループ外の企業にも

関かれていると意味でオープンであり，やはり8本

約EDIとは異なるようである。
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式によるデータ交換として発生し， しばしば

「情報の島」とも言われるような閉鎖性を邑濃

く帯びてきたからである O

藤野裕司氏も指摘されいるように(浅田孝幸，

中川|袋編著[""1 T経営の理論と実際J東京経済

情報出版， 2000年，第四章)企業関誼接接続方

式にも， (む高速レスポンスを要求される場合。

②綴密なアプワケーション連携を要求される場

合。③大量データを特定の相手先と送受信する

場合。④自社で多くの閤線を保有し運用をする

ノウハウ受持っている場合。などはたしかに

VAN利用を上田るメリットをもっているよう

である(以上，向上[""1 T経営の理論と現実J

79頁より)。例えば，系列内のサプライヤーと

部品製造の開発を共同で行う場合 そのために

設計図の改定のための構報交換を頻繁に行うな

どーにおいては， こうしたメリット(特に上記

の岳②③)が大きいことが予想され，日本的シ

ステムに非常に適合しているだけでなく，さら

に日本的システムの長所を強化しうる契機とも

なると考えられる。

だが， このようなやり方では，当然，藤野氏

が他方で指摘されているように「接続する相手

先が増えると，異なるソフトが氾濫し，システ

ムの開発，メインテナンスも容易でないJ(向

上， 78貰)といった問題が生まれる。その点を

解決するために， ED 1をそれなりにオープン

化する先進的試みがすでにいくつかの企業で生

まれているようである。

富士通のTRAD Net (総務購買EDI

システム)，東芝の統合ED1，松下グループ

のPana-Netによるプロジェクト・コラ

ボレーションの試みなどがそうした先進併とし

て指摘されている。以下，簡単にそれらの実例

の一部を，向上書の第二部第一意，第二章，第

よって要約しておこう。

まず，富士通のTRADEX-NetであるO

これは総務関係の物品購入に関連して1997年に

導入されたシステムである。システムそのもの

の概要は，次のようなものである。

①まず，各現場は電子伝票システムである「マ

イオフィスJ(これは，有給休蝦や出張の申請，
清算事務のペーパーレス化のために前年からす

でに導入されていた)から購買の依頼が内部ネッ

トを通じて総務購賀システムに出される。③次

に総務購買システムはこれらの依頼を審査した

上で，全国に散らばる外部の取引先(これはす

でに護士通の取引先として「聞い込まれた」取

引先に限られている)に発注し，克麓の依頼を

する。③その際， [""ファイル転送方式のEDI

に対応した顧客に対しては，ファイル転送方式

(E 1 A J方式)でデータの転送を行い，

VANセンターを経由して，取引先のコンピュー

ターとデータの転送受を行jい， [""一方， ファ

イル転送方式のEDIに対応していない顧客に

対しては，総務購買ホームページを経由して，

取引先にデータが送られる。このため取引先は，

インターネットに接続できる環境さえ整えばよ

いので，一般的なパソコンとホームページ関覧

ソフトさえあれば，データのやり取りが行えるJ。

つまり，前者の「ファイル転送方式では，一定

能力以上のコンビューター(ワークステーショ

ン，オフコン〕が必要とな」るのに対して，中

小の取引相手にも容易に対応できるのである

(以上，引用は向上書128頁より)。④こうした

システムの場合，不特定多数のアクセスや不正

操作の可能性がある。それを訪ぐためのガード

として，ホームページアドレスの非公開，取引

先に付与された IDとパスワードがなければア

クセスできない，サーバも取引先によってサー

バ 1Dなどのチェックを受ける，などのシステ

ムが設定されている。おそらくそれもあって，

取引先がすでに「聞い込まれたjクソレープ企業

に眠られているものと推察される。

いずれにせよ，富士通がこのネットシステム

を導入したことによるコスト効果は，総務購買

業務の人員が110名から20名に削減されたこと

のほか，さまざまのサイクルタイムの制滅ベー

ノ¥'-レス化によるコスト削減，そして取引先間

の競争によるコスト・品質面の改善など幅広く
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認められており， このシステムの導入が向社に

とってし、かに画期的なものであったかが伺われ

る。

だが，一方でこのレベルでのEDIのオープ

ン化は，規定の企業グループの枠内での制限さ

れたオープン化であり，その意味で極めてB本

的なものであることを見落とすことはできない。

富士通のシステムとあい前後してなされた東

芝のEDIセンターの設置と統合EDIの推進

(1997)についての詳細はここでは省略するが

(詳しくは向上書第二部第二章参照、)，システム

としての基本性格は，やはり富士通のシステム

と詞類のものであると思われる。すなわち， こ

こでも， VAN経由のファイル転換と中小の対

応しやすいWEBサイト方式の併用がなされて
おり， しかもネットワークの対象は， もっぱら

規定の取引先 (7500社，このうち1000社がこの

EDIシステムに対応した〉に限定されていた

からである。ただ，東芝のケースでは， 2000年

4月から見積提案蓄を潜在的取引先にも送る試

みが開始されていることは， ED 1のさらなる

オープン化を示すものであり，非常に注目され

るところである(向上書150頁)。

松下グループにおける Pana-Netの導

入は，松下通信工業が独自の PanaVanをす

でに1985年に作りだしていたため， Pana-

N etのク守ループ内導入はとくに早かった。そ

して97年以降新たな段階の IT化の整備に向か

い，これによって対顧客，対サプライヤー(ア

ルプス噴気， TDK)とのデジタル・オープン

化や， クツレープ内の横断的な商品開発などのプ

ロジェクトなどを自f旨すプロジェクト・コーポ

レーションなどのシステムが立ち上げられてい

る。このうち，後者はやはりグループ内に限定

されていることは明白だ、が，前者にはグループ

2 )東京芸豊田区の中小製造業者が1996年に設置した共悶
発注ネットのB-NET(2000年63社加入，一日平均
30-40件アクセス，引き:合い遜一回)，や，共同で
中小企業情報をデータベースイとしたNCネットワー
ク(東京千代白区.2000年前半段階で登録1300社，

の外へのオープン化の兆しも見える。

こうした， 1"囲いjの外へのオープン化がど

こまでなされうるかが，まさに日本的EDIの

今後の課題となっていると言うことができよ

う2)。

なぜならば，佐々木宏氏も向上書第一部第五

章で指摘されているように「こうした関係特殊

的なシステムは，逆にEDIネットワークの自

然な拡張を制約し，クリテイカルマスを超える

ことを自ら臨難しているJ(関上書. 112頁)か
らである。むろん，上記の諸例は 1対1の最

も制限的な意味での関係特殊性を大きく脱皮し

たものには相違ない。だが，なお企業グループ

の枠内と言う限りでの関係特殊性をもっている

のである。

一方でたしかに，関係特殊的なネットワーク

のメリットも，先の藤野正の引用でもみたよう

に明らかであり，そのメリットはグループ全体

へと一段広がった関課特殊性の中でも，それな

りに維持されていると推察される。たが，それ

にもかかわらず，ネットワークの枠が制関され

ているとすれば，それは企業開EDIの相互・

相乗作用が臨界点を突破し，それによって経済

総体にもたらすだろう創発効果の働きを弱める

ことになることを考慮に入れなければならない

ということなのである。

日本の企業関EDIの発展とオープン化は，

まだ始まって日が浅く，その先進例は上で紹介

したように，電子や ITにもともと関わりの強

い企業に限られる傾向がある。今後，そうした

EDIの発展がどの程度に広がり，どの程度に

オープン化されるかはなお予調Ijの域を出ること

は出来ない。

だが，ともかくその動きは磯実にそれなりに

発展をするだろう。その限りで，それは不況脱

登録は月100社のベースで増加中)などは，中小の
供給者側から出た極めてユニークなオープンEDIで

あり，今後この種のものがどの程度発展するかが注
目される(詳しくは，浅間，中川編著，前掲警第二

部第二重量)。
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出の確実な挺子の役割を果たすことだろう O だ

が，それが-90年代のアメリカのような一日本

経済の創発的成長につながるかどうかは，一つ

には企業関EDIがどの程度にオープン化する

かにもかかっていると言えよう。

(3)前項の最後の議論は，日本における今後

のデジタルエコノミーの発援が，創発的成長に

つながるかどうかを，企業時EDIの問題に眼っ

て検討したものであるO だが，デジタルエコノ

ミーはここまでに見てきたように多様な要素か

ら成り立っている。従って，日本のデジタルエ

コノミーの今後の展望とその総体経済への影響

を考えるにはさらにこうした IT化全体をにら

んだ議論が必要となるのは言うまでもない。

むろん，そのような議論にはデジタルエコノ

ミーの技術面の詳しい知識も要求されるため，

筆者の能力をいささか超えてるものである 3)。

だが，それにもかかわらず，そうした筆者の能

力の磁界を顧みず敢えてこの問題を考える場合

に必要ないくつかのポイントーとくに自己組織

化創発の理論の立場から必要と思われるものー

を指摘しておくことにしたい。

第一は，先にも少しふれたように次世代移動

電話のインターネットの道異としての可能性で

ある。移動電話が鱈人間の交信の手段から， ビ

ジネスの手段としてどこまで発麗できるかが，

特に移動電話の普及では先んじている日本のデ

ジタルエコノミーの創発的発展にとっては一つ

のカギ、となるとも考えられるからである。私見

によれば，この閣での発展はやはり移動電話で

交信できる情報のボリュームでの壁を持ってい

るようにも思われる。だが，他方で，こうした

発展がパソコンそのものを何らかの方向でさら

に進歩させる可能性はあるようにも考えられる。

第二は，インターネットの普及にとって障害

3)げの技術問題に関連して，大送車氏(桜美林大学)，

渡辺保史氏(ブザー)に糞重なアドバイスを頂いた。

むろん，本稿の記述は全て筆者の重量任であるが， こ

の場を借りて両氏に感謝しておきたい。

となっているネック要因がどの程度克瓶されて

行くかと言うことである。図8に見るように，

インターネットの普及における歌米との格差は

なお少なくない。これには二つの開題が指摘出

来るように思われる。

一つは良く言われる接続料金の問題である。

fS本のインターネット・ユーザーのアクセス

は過去にくらべると増えてきているが，オンラ

イン上ですごす時間はあまり伸びていなし、。日

本のほとんどのインターネット・ユーザーは電

話接続のコストがインターネット使用の増大を

抑制していると指摘しているJCfデジタル・エ
コノミーIIJ11頁，からの引用)と言う問題で

ある。

ここのところ，光ファイパーインフラの整備

がこの問題解決のカギであるという議論が，と

くにNTT筋を中心lこかしましく喧伝されてい

るが，実はそれよりもxDS L (デジタル加入
者団線)の設置の方がはるかに有効であるとも

言われている。となれば，光ファイパーの設震

は，国中を将来的基準ではかえって非効率な方

向にロック・インしてしまうことになりかねな

L 、。

今一つ，インターネット使用の創発的拡大を

関害しているものとして，利用出来る WEB

サイトそのものの不足がある。アメリカのよう

な全国の古書!苫の在庫が検索できたり，国内・

国際航空券の選択購買を可能にするなどのホー

ムページがないなどの指摘(例えば，荒侵宏

「荒保宏のデジタル新世界探検」日本経済新開，

2000年)がされているが，この状況はインター

ネット使用の利便性を制約しており，普及の臨

界点越えを直接に制約していると言えよう。だ

が，この点は上の点とも相互的に関連するもの

であり，普及が増えればウェッブサイトも増え，

それがまた普及の爆発を呼ぶというまさしく自

己組織化の相互・相乗作用の中で考えられるべ

きものと言ってよいだろう。

最後に考えるべきは，企業開EDIの普及と

オープン化の問題だが，これはすでに述べたの
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で再説はしない。

いずれにせよ，今後の日本におけるデジタル・

エコノミーのそれなりの発展は，今遅れている

からこそかえって確実に展望出来る O だが，そ

れがどの程度のものとなるか，とくにアメリカ

的な針発に至るのか，またはそれほどでないに

しても全く加なかたちでの擾位を百本にもたら

すことになるかは，日本の経路依存性とか，こ

こにあげた問題がどのように克賊されるかにも

かかっており，容易に断定することはなお出来

ないと言わねばならない。
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